退職証明書
※退職証明書は労働基準法第22条第1項に基づき、退職した労働者から請求があった場合に使用者が交付する義務がある書類です。違反した場合は同法第120条により30万円以下の罰金の対象となる可能性があります。
※重要:労基法第22条第3項により、「労働者が請求しない事項を記入してはならない」とされています。本テンプレートは、退職者からの請求事項チェックリスト(別紙1)と組み合わせて運用してください。
※退職証明書は、雇用保険法に基づきハローワーク経由で交付される「離職証明書(離職票)」とは別の書類です。混同しないようにご注意ください。

退職証明書
[退職者の氏名] 殿 [YYYY年MM月DD日]
[使用者の正式名称] [使用者の所在地] 代表者:代表取締役 [氏名] 印
労働基準法第22条第1項に基づき、貴殿の退職について、貴殿からの請求のあった事項について、以下のとおり証明します。

1. 使用期間
(本項目は、退職者が請求した場合のみ記載してください。)
· 入社年月日:[YYYY年MM月DD日]
· 退職年月日:[YYYY年MM月DD日]
· 在職期間:[○]年[○]か月

2. 業務の種類
(本項目は、退職者が請求した場合のみ記載してください。)
· 主たる業務:[業務名(例:法人営業、システムエンジニア、経理事務、店舗販売等)]
· 業務内容詳細:[業務内容の概要]
· 在職中の主要業務歴(複数業務の経験がある場合):
· [YYYY年MM月〜YYYY年MM月:業務内容]
· [YYYY年MM月〜YYYY年MM月:業務内容]

3. その事業における地位
(本項目は、退職者が請求した場合のみ記載してください。)
· 最終的な地位・役職:[役職名(例:営業部長、主任、一般職員等)]
· 在職中の主要な地位歴(該当する場合):
· [YYYY年MM月〜YYYY年MM月:役職名]
· [YYYY年MM月〜YYYY年MM月:役職名]

4. 賃金
(本項目は、退職者が請求した場合のみ記載してください。)
退職時の賃金は、以下のとおりとする。
	項目
	金額

	基本給
	金[○○○,○○○]円(月額)

	諸手当
	金[○○,○○○]円(月額)

	賞与(直近1年間)
	金[○○○,○○○]円

	年収相当額(直近1年間)
	金[○,○○○,○○○]円



5. 退職の事由
(本項目は、退職者が請求した場合のみ記載してください。)

5-1. 退職事由の分類
☐ 自己都合退職(一身上の都合により退職) ☐ 会社都合退職(経営上の都合・事業所閉鎖等) ☐ 定年退職(定年[満60歳又は満65歳]に達したことによる退職) ☐ 契約期間満了(有期雇用契約の期間満了による退職、更新なし) ☐ 解雇(下記5-2に詳細記載) ☐ 死亡退職(死亡日:[YYYY年MM月DD日]) ☐ その他([具体的に記載])

5-2. 解雇の場合の理由
(退職事由が「解雇」の場合、かつ退職者が解雇理由の証明を請求した場合に記載)
解雇理由: [就業規則第○条第○号に該当する事由が発生し、その内容を具体的に記載]
具体的事実関係: [解雇に至った事実関係を簡潔かつ明確に記載]
(参考)解雇予告日:[YYYY年MM月DD日]/解雇日:[YYYY年MM月DD日]

退職者署名欄(受領確認)
上記退職証明書を受領しました。
[YYYY年MM月DD日]
退職者氏名:[氏名] 印 (電子的方法による交付の場合は電子署名)

別紙1:退職証明書の交付請求書(参考フォーマット)
退職証明書は、退職者が請求した事項のみを記載するルール(労基法第22条第3項)があるため、退職者から請求を受ける際にどの項目の記載を希望するかを確認するチェックリストを用意するのが実務的です。

退職証明書交付請求書
[使用者の正式名称] 御中 [YYYY年MM月DD日]
私は、貴社を[YYYY年MM月DD日]に退職した者として、労働基準法第22条第1項に基づき、退職証明書の交付を請求します。

記載を希望する事項
(該当する項目にチェックを入れてください。請求しなかった項目は退職証明書に記載されません。)
☐ 1. 使用期間(入社年月日〜退職年月日) ☐ 2. 業務の種類(担当業務・職種) ☐ 3. その事業における地位(役職・職位) ☐ 4. 賃金(退職時の賃金額) ☐ 5. 退職の事由(自己都合/会社都合/解雇等) ☐ 5-2. 解雇の場合の解雇理由(退職事由が解雇の場合のみ)

退職者情報
· 氏名:[退職者の氏名] 印
· 生年月日:[YYYY年MM月DD日]
· 退職年月日:[YYYY年MM月DD日]
· 連絡先(電話番号):[電話番号]
· 連絡先(メールアドレス):[メールアドレス]
· 退職証明書の送付先住所:[送付先住所]

希望する交付方法
☐ 書面(郵送) ☐ 電子的方法(メール添付・電子契約サービス等): ☐ 電子契約サービス([サービス名]) ☐ メール添付([メールアドレス])

別紙2:解雇理由証明書(参考フォーマット)
労働基準法第22条第2項に基づき、解雇予告を受けた労働者は、退職日より前であっても解雇理由証明書の交付を請求できます。本テンプレートは、解雇予告期間中の交付用です(退職後の解雇理由証明は、上記5-2の本書面に記載できます)。

解雇理由証明書
[労働者の氏名] 殿 [YYYY年MM月DD日]
[使用者の正式名称] [使用者の所在地] 代表者:代表取締役 [氏名] 印
労働基準法第22条第2項に基づき、貴殿に対する解雇について、解雇の理由を以下のとおり証明します。

1. 解雇予告日及び解雇予定日
· 解雇予告日:[YYYY年MM月DD日]
· 解雇予定日:[YYYY年MM月DD日]

2. 解雇の理由
[解雇理由(就業規則の該当条項を引用し、事実関係を具体的に記載)]
例:就業規則第○条第○号「業務上の重大な不正行為があったとき」に該当する事由として、[具体的事実関係]が認められたため。

3. 関連事実
[解雇に至るまでの経過(指導・改善要請の経緯等を簡潔に記載)]

退職事由別の記載例
退職証明書の「退職の事由」欄の記載例を、ケース別にまとめます。

自己都合退職の例
退職事由:自己都合(一身上の都合により退職)
退職年月日:YYYY年MM月DD日
「家庭の事情」「結婚」「育児」等の細かい理由は、原則として書く必要はありません。シンプルに「一身上の都合」と記載するのが標準的です。

会社都合退職の例
退職事由:会社都合(事業所閉鎖に伴う整理解雇)
退職年月日:YYYY年MM月DD日
事業所閉鎖日:YYYY年MM月DD日
会社都合退職は失業給付の受給条件で有利になるため、退職者の利益のためにも正確に記載することが重要です。

定年退職の例
退職事由:定年退職(就業規則第○条に定める定年[満60歳又は満65歳]に達したことによる退職)
退職年月日:YYYY年MM月DD日

契約期間満了の例
退職事由:契約期間満了(契約更新なし)
契約期間:YYYY年MM月DD日〜YYYY年MM月DD日
退職年月日:YYYY年MM月DD日(契約期間満了日)
契約不更新の理由:[簡潔に記載]

解雇の例(詳細記載)
退職事由:解雇
退職年月日:YYYY年MM月DD日
解雇理由:就業規則第○条第○号「業務上の重大な不正行為があったとき」に該当する事由として、
[具体的事実関係:いつ、どこで、何があったかを簡潔に記載]
を確認したため。
解雇予告日:YYYY年MM月DD日
解雇手続:就業規則第○条に基づき、人事委員会の審議を経て決定
解雇の場合は、後の解雇紛争(地位確認訴訟等)で会社側が解雇の有効性を立証する根拠となるため、就業規則の該当条項と具体的事実関係を明確に記載することが重要です。

印紙税について
本書(退職証明書・解雇理由証明書)は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、収入印紙は不要です。雇用関係の証明書類は印紙税法別表第一の課税物件のいずれにも該当しないためです。
なお、紙の証明書ではなく電子契約・電子交付で発行する場合も、印紙税はかかりません。電子契約サービスを活用することで、遠方の退職者にも即時交付が可能で、保存期間(5年間、当分の間3年間)の管理も自動化できます。

関連書類との関係
退職時に発行される書類は複数あります。整理しておきましょう。
	書類名
	法的根拠
	目的
	発行主体
	請求の要否

	退職証明書
	労基法第22条第1項
	転職活動・各種手続き
	会社
	必要

	解雇理由証明書
	労基法第22条第2項
	解雇理由の証明
	会社
	必要

	離職証明書(離職票)
	雇用保険法
	失業給付の申請
	ハローワーク経由(会社が手続き)
	不要(自動)

	源泉徴収票
	所得税法
	確定申告・転職先での年末調整
	会社
	不要(義務交付)

	健康保険資格喪失証明書
	健康保険法
	国民健康保険加入手続き
	会社
	必要


退職時にはこれら複数の書類を発行する必要があります。退職プロセスの標準フローに組み込んで、漏れなく対応することが重要です。
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
